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民間事業者の気候変動適応の促進に関する検討会 

本ガイドの改訂にあたっては、「民間事業者の気候変動適応の促進に関する検討会」において、改訂
版の全体構成等についてご指導、ご助言をいただきました。また、学識経験者及び実務者を含む外部
有識者から構成される「TCFD の手法を活用した気候変動適応」タスクフォース、及び「BCM の手法を
活用した気候変動適応」タスクフォースにおいて、改訂版に盛り込むべき事項等についての検討、ご助言
をいただきました。委員の皆様に厚く御礼申し上げます。 

民間事業者の気候変動適応の促進に関する検討会委員名簿 
（敬称略、50 音順、所属・役職は 2022 年３月時点） 

氏 名 所属・役職等 

入江 道之 イオン株式会社 総務部長

江口 聡 カルビー株式会社 経営企画本部 本部長

榎堀 都 CDP Worldwide-Japan アソシエイト・ディレクター 

上妻 義直（座長） 上智大学 名誉教授 

後藤 敏彦 サステナビリティ日本フォーラム 代表理事

長村 政明 
東京海上ホールディングス株式会社 フェロー（国際機関対応） 
（TCFD メンバー） 

増田 幸宏 芝浦工業大学システム理工学部 教授 

三浦 仁美 積水化学工業株式会社 ESG 経営推進部 担当部長 

山成 敏彰 東急株式会社 経営企画室 サステナブル経営戦略グループ 統括部長 
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「TCFD の手法を活用した気候変動適応」タスクフォース委員名簿 
（敬称略、50 音順、所属・役職は 2022 年３月時点） 

 

「BCM の手法を活用した気候変動適応」タスクフォース委員名簿 
（敬称略、50 音順、所属・役職は 2022 年３月時点） 

 
 
 
 

氏 名 所属・役職等 

安部 裕一 イー・アール・エム日本株式会社 パートナー 

後藤 敏彦（座長） サステナビリティ日本フォーラム 代表理事 

関崎 陽子 丸井グループ サステナビリティ部  兼 ＥＳＧ推進部 部長 

長村 政明 
東京海上ホールディングス株式会社 フェロー（国際機関対応） 
（TCFD メンバー） 

丹羽 弘善 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社  
CG&E unit / Monitor Deloitte パートナー 

三浦 仁美 積水化学工業株式会社 ESG 経営推進部 担当部長 

氏 名 所属・役職等 

入江 道之 イオン株式会社 総務部長 

田代 邦幸 合同会社 Office SRC 代表 

中澤 幸介 株式会社新建新聞社  リスク対策.com 編集長 

西原 敏明 株式会社 SCREEN  ビジネスエキスパート  
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